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　粗付加価値は、12年から9.8

％の減少となり、産業全体の付

加価値の構成比である付加価値

率は56.8％で、12年に比べ0.5

ポイント減少しています。（表２）

（図４、表６）

（図５、表７）
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（表８）

　輸移出6兆3926億円から輸移入の6兆613億円を

差し引いた府県際収支は、3313億円の輸移出超過

となっており、12年と比べて1494億円の減少とな

っています。

　これを産業別にみると、第１次産業が1397億円

の輸移入超過となっているのに対し、第２次産業

が2152億円、第３次産業が2558億円の輸移出超過

となっています。

　府内生産額のうち輸移出にまわる割合（輸移出

率）をみると、39.0％となっており、12年と比べ

ると0.4ポイント増加しています。

　また、中間需要と府内最終需要の合計（＝府内

需要）のうち輸移入でまかなっている割合（輸移

入率）は37.7％で、12年と比べると0.7ポイント

上昇しています。

　また、産業別にみると、第１次産業は輸移入率

が高く輸移出率が低い府外依存型、

第２次産業が輸移出率、輸移入率と

も高い府県際交流型、第３次産業は

輸移出率、輸移入率とも低い府内自

給型となっています。（図６　表９）
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　１単位当たりの需要に対する生産波及の大きさ（逆

行列係数の列和）を37部門表でみると、17年は、

府内産業全体で1.3113倍で、資源価格の上昇等によ

る中間投入率（＝中間投入／府内生産額）の上昇か

ら、12年と比べると0.0069ポイント上昇しています。

　これを部門別にみると、生産波及の大きい部門は、

鉱業、窯業・土石製品、金融・保険などとなってい

ます。

　12年と比べて、生産波及の大きさは、低下して

いる部門も多くありますが、鉱業、金融・保険、教

育・研究などの部門では高まっています。（図７）
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　17年の京都府経済は、15兆3861億円の最終需要に

よって、16兆4044億円の府内生産額が誘発されてい

ます。この府内生産額がどの最終需要項目によって

誘発されたかの割合（依存度）をみると、輸移出

50.5％、民間消費支出26.2％、一般政府消費支出

13.0％などとなっています。

　ある最終需要項目が１単位増加したとき、各産業

の生産額がどれだけ誘発されるかを表したものとし

て生産誘発係数があります。

　17年の京都府では、輸移出1.30倍、一般政府消費

支出1.19倍、民間消費支出0.86倍、府内総固定資本

形成0.79倍などとなっています。

　１年間に生産活動のために各部門が投入した労働

の量は雇用表として取りまとめています。京都府では、

12年表から雇用者数（常用雇用者数、臨時・日雇雇

用者数）、有給役員数、個人業主数及び家族従業者

数に分類しています。

　17年の従業者の総数は127万4035人となっており、

その内訳は、常用雇用者94万268人（構成比73.8％）、

個人業主15万4174人（同12.1％）、有給役員7万

6589人（同6.0％）の順となっています。

　産業連関表は、そのまま読み取るだけでも、表の

作成年次の産業構造や産業部門間の相互依存関係な

ど府経済の構造を把握・分析することができますが、

産業部門別に府内生産額の投入費用構成がわかるこ

と等から、ある産業部門の需要増が各産業に与える

影響をつかむことができ、このことを利用して、特

定の経済施策が各産業部門にどのような影響をもた

らすかを分析することができます。

　ある産業部門に対して需要（投資等の実施）が生

じた場合に、それが各産業部門に対して、直接・間

（第６表参照）

（第７表参照）

（第５表参照）

接にどのような影響（生産波及）を及ぼしていくの

かを計測することは、重要な産業連関分析のひとつで、

次の３つの表が基本となります。

　需要額の設定にあたっては、すべて府内産を調達

するような場合は別にして、できれば府内での需要

分と輸移出分とに分けるようにします。

　これは、府内での需要分には府内産に対するもの

と輸移入産に対するものが混在するためで、府内経

済への波及分析にあたって、府内自給率を乗じ、輸

移入産に対するものを除外しておく必要があるから

です。

　分析する需要額が設定できれば、基本モデルのと

おり、逆行列係数を乗じることで、それを過不足な

く満たす産業別府内生産額の規模を求めることがで

きます。

　また、求められた産業別生産額の内容を分析する

ことで、単に生産面の効果だけでなく、府内で発生

する付加価値への効果、雇用者所得など雇用面への

効果など、多面的な評価を行うための情報を得るこ

とが可能です。

　さらに、雇用表を利用することで、需要の発生に

よって生じた生産増加額から雇用創出効果を推計す

ることもできます。

　「１単位の生産のため必要な各産業部門か

らの投入（購入）割合」で、各産業からの原

材料投入額をその産業の生産額で除した値で

す。

　「最終需要が１単位増加したとき、各部門

の生産額が最終的にどの位増加するかの生産

波及効果を示す係数」で、投入係数から数学

的に求められます。

（第３表、第４表）
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